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10 2016（平成28年）

国　税／�9月分源泉所得税の納付� 10月11日

国　税／�特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

� 10月17日

国　税／�8月決算法人の確定申告

� （法人税・消費税等） 10月31日

国　税／�2月決算法人の中間申告� 10月31日

国　税／�11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間申告

� （年3回の場合） 10月31日

地方税／�個人の道府県民税及び市町村民税の第３期分

の納付� 市町村の条例で定める日

労　務／�労働者死傷病報告（7月〜9月分）� 10月31日

労　務／�労災の年金受給者の定期報告

� （7月〜12月生まれ） 10月31日

労　務／�労働保険料第2期分の納付� 10月31日

� （労働保険事務組合委託の場合は11月14日）

　地方税ではすでに行われているパソコン等
によりインターネットを利用（WEB画面上で
納付情報を入力）して、クレジットカードで
納付する制度が、国税でも平成29年１月４日
以後の納付からできることになりました。納
付書で納付できる全ての国税（税額1,000万円
未満）が対象となります。

ワンポイント 国税のクレジットカード納付

10 月 の 税 務 と 労 務10月（神無月）OCTOBER

10日・体育の日
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10月号─2

　

長
時
間
労
働
な
ど
の
過
重
な
仕
事

は
、脳
・
心
臓
疾
患
の
原
因
と
な
り
、

と
き
に
は
過
労
死
に
つ
な
が
る
こ
と

も
あ
り
ま
す
。

　

平
成
二
十
六
年
に
閣
議
決
定
さ
れ

た
「
日
本
再
興
戦
略　

改
訂
二
〇
一

四
」
で
は
、「
働
き
過
ぎ
防
止
の
た
め

の
取
組
強
化
」
が
盛
り
込
ま
れ
、
ま

た
、
同
年
に
は
過
労
死
等
防
止
対
策

推
進
法
が
公
布
さ
れ
る
な
ど
、
長
時

間
労
働
対
策
の
強
化
が
喫
緊
の
課
題

と
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
よ
う
な
中
で
、

厚
生
労
働
省
に
長
時
間
労
働
削
減
推

進
本
部
が
設
置
さ
れ
長
時
間
労
働
対

策
が
進
め
ら
れ
て
き
た
と
こ
ろ
で
す
。

今
回
は
、
長
時
間
労
働
に
対
す
る
国

の
施
策
に
つ
い
て
触
れ
て
み
ま
す
。

一
　
長
時
間
労
働
削
減
の
取
組

　

長
時
間
労
働
削
減
推
進
本
部
が
設

置
さ
れ
た
後
、
次
の
取
組
が
行
わ
れ

て
い
ま
す
。

㈠
　
監
督
指
導
の
徹
底

　

月
間
に
百
時
間
超
の
残
業
が
行
わ

れ
て
い
る
事
業
場
等
に
対
す
る
監
督

指
導
の
徹
底
が
行
わ
れ
、
監
督
の
結

果
、
違
反
・
問
題
等
が
認
め
ら
れ
た

事
業
場
に
対
し
て
は
、
是
正
勧
告
書

等
を
交
付
し
、
指
導
を
す
る
こ
と
の

ほ
か
、
法
違
反
を
是
正
し
な
い
事
業

場
は
、
送
検
も
視
野
に
入
れ
て
対
応

（
送
検
し
た
場
合
に
は
企
業
名
等
を

公
表
）す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

平
成
二
十
七
年
四
月
か
ら
十
二
月

ま
で
に
監
督
指
導
を
実
施
し
た
結
果
、

実
施
事
業
場（
八
、五
三
〇
事
業
場
）

の
う
ち
、
約
六
割
は
一
か
月
当
た
り

百
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労
働
が
あ

り
、
約
一
割
は
百
五
十
時
間
を
超
え

る
も
の
と
な
っ
て
い
ま
し
た
。

　

ま
た
、
実
施
事
業
場
の
約
一
割
に

賃
金
不
払
残
業
も
あ
り
ま
し
た
。

㈡
　
体
制
の
強
化

　

平
成
二
十
七
年
四
月
に
は
、
過
重

労
働
事
案
で
あ
っ
て
、
複
数
の
支
店

で
労
働
者
に
健
康
被
害
の
お
そ
れ
が

あ
る
も
の
や
犯
罪
事
実
の
立
証
に
高

度
な
捜
査
技
術
が
必
要
と
な
る
も
の

等
に
対
す
る
特
別
チ
ー
ム
「
過
重
労

働
撲
滅
特
別
対
策
班
（
通
称
、
か
と

く
）」
が
東
京
労
働
局
と
大
阪
労
働

局
に
新
設
さ
れ
ま
し
た
。

　
「
か
と
く
」
に
よ
り
、
平
成
二
十
七

年
度
中
に
、
全
国
展
開
す
る
三
企
業

（
小
売
業
二
件
、
飲
食
業
一
件
）
に
つ

い
て
書
類
送
検
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

㈢
　
情
報
の
提
供
・
収
集

　

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
求
人
情
報

等
を
監
視
・
収
集
し
、
労
働
基
準
監

督
署
に
よ
る
監
督
指
導
等
へ
活
用
し

て
い
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
次
の
よ

う
な
こ
と
を
実
施
し
ま
す
。

①　

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
を
検
索

　
　

求
人
系
口
コ
ミ
サ
イ
ト
、
掲
示

板
サ
イ
ト
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
、
ブ
ロ
グ
等

を
検
索

②　

監
視
員
に
よ
る
監
視

　
　

違
法
な
長
時
間
労
働
、
賃
金
不

払
残
業
な
ど
法
令
違
反
の
疑
い
の

あ
る
事
業
場
の
情
報
を
監
視
員
が

目
視
に
よ
り
監
視

③　

情
報
提
供
票
の
作
成
・
通
報

・
問
題
の
認
め
ら
れ
る
事
業
場
情

報
に
つ
い
て
情
報
提
供
票
を
作

成
・
検
討
委
員
会
で
選
定
し
た
情
報

を
所
轄
労
働
基
準
監
督
署
に
通

報

④　

所
轄
労
働
基
準
監
督
署
に
よ
る

監
督
指
導
等
の
実
施

・
通
報
さ
れ
た
情
報
と
労
働
基
準

監
督
署
に
寄
せ
ら
れ
て
い
る
情

報
等
を
検
討

・
監
督
指
導
、
集
団
指
導
等
を
実

施

　

平
成
二
十
七
年
七
月
以
降
の
半
年

間
に
、
二
九
五
件
の
通
報
が
あ
り
、

う
ち
一
六
九
件
の
監
督
指
導
が
行
わ

れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
平
成
二
十
六
年
九
月
に
設

置
さ
れ
た
労
働
条
件
に
関
す
る
電
話

相
談
窓
口
「
労
働
条
件
相
談
ほ
っ
と

ラ
イ
ン
」
に
お
い
て
は
、
一
年
間
に

約
二
万
七
千
件
の
相
談
が
寄
せ
ら
れ

て
い
ま
し
た
。

　

そ
の
ほ
か
、
地
方
公
共
団
体
の
労

働
関
係
部
署
や
大
学
等
の
就
職
相
談

窓
口
と
連
携
し
た
情
報
収
集
も
行
わ

れ
て
い
ま
す
。

㈣
　
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

　

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
や
過
重
労

働
に
よ
る
健
康
障
害
等
に
関
す
る
相

談
に
対
応
す
る
電
話
相
談
窓
口
「
こ

こ
ろ
ほ
っ
と
ラ
イ
ン
」
が
設
け
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

平
成
二
十
七
年
九
月
以
降
の
半
年

間
に
、
約
二
千
五
百
件
の
相
談
が
寄

せ
ら
れ
ま
し
た
。

㈤
　
過
重
労
働
解
消
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

　

平
成
二
十
七
年
十
一
月
に
は
「
過

重
労
働
解
消
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
が
行

わ
れ
、
長
時
間
に
わ
た
る
過
重
な
労

働
に
よ
る
過
労
死
等
に
係
る
労
災
請

求
が
行
わ
れ
た
事
業
場
等
に
対
し
て

長
時
間
労
働
対
策



3─10月号

重
点
監
督
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

約
五
千
事
業
場
が
対
象
と
さ
れ
、

そ
の
う
ち
約
七
割
の
事
業
場
に
労
働

基
準
関
係
法
令
違
反
が
認
め
ら
れ
た

た
め
、
是
正
指
導
が
行
わ
れ
て
い
ま

す
。

二
　
事
例
紹
介

　

監
督
指
導
が
行
わ
れ
た
事
例
の
う

ち
、
一
部
を
取
り
上
げ
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
違
反
に
対
す
る
是
正
勧

告
を
行
い
、労
働
時
間
の
適
正
把
握
、

長
時
間
労
働
の
抑
制
、
不
払
い
と
な

っ
て
い
る
割
増
賃
金
の
支
払
い
等
の

指
導
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

事
例
①
（
卸
売
業
）

・
労
働
者
の
始
業
、
終
業
時
刻
を
把

握
し
て
い
な
か
っ
た
。

・
三
六
協
定
の
締
結
、
届
出
を
し
て

い
な
か
っ
た
。

・
パ
ソ
コ
ン
の
ロ
グ
イ
ン
、
ロ
グ
オ

フ
時
刻
の
確
認
や
労
働
者
か
ら
の

勤
務
実
態
等
の
聴
取
の
結
果
、
月

約
百
時
間
の
違
法
な
時
間
外
労
働

が
あ
っ
た
。

・
割
増
賃
金
を
払
っ
て
い
な
か
っ
た
。

・
賃
金
台
帳
に
時
間
外
労
働
時
間
数

等
を
記
入
し
て
い
な
か
っ
た
。

事
例
②
（
小
売
業
）

　

こ
ち
ら
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上

の
求
人
情
報
等
を
監
視
・
収
集
し
、

得
ら
れ
た
過
重
労
働
に
関
す
る
情
報

を
契
機
に
監
督
指
導
が
実
施
さ
れ
た

事
例
で
す
。

・
三
六
協
定
で
定
め
た
時
間
外
労
働

の
上
限
を
超
え
て
時
間
外
労
働
を

行
わ
せ
た
。

・
法
定
の
休
憩
時
間
を
取
得
さ
せ
て

い
な
か
っ
た
。

・
管
理
監
督
者
に
該
当
し
な
い
労
働

者
を
管
理
監
督
者
と
し
て
取
り
扱

っ
て
い
た
。

・
割
増
賃
金
を
支
払
っ
て
い
な
か
っ

た
。

・
年
少
者
（
満
十
八
歳
未
満
）
で
あ

る
学
生
ア
ル
バ
イ
ト
の
、
年
齢
の

証
明
書
を
備
え
付
け
て
い
な
か
っ

た
。

事
例
③
（
飲
食
店
）

・
三
六
協
定
の
締
結
、
届
出
を
し
て

い
な
か
っ
た
。

・
実
際
の
労
働
時
間
で
は
な
く
、
あ

ら
か
じ
め
勤
務
シ
フ
ト
で
定
め
た

時
間
を
労
働
時
間
と
し
て
取
り
扱

っ
て
い
た
。

・
実
際
に
は
、
最
も
長
い
労
働
者
で

月
に
約
一
二
〇
時
間
の
時
間
外
労

働
を
行
わ
せ
て
い
た
。

・
定
額
で
支
払
っ
て
い
た
割
増
賃
金

が
、
本
来
支
払
う
べ
き
割
増
賃
金

の
額
に
満
た
な
か
っ
た
。

・
休
憩
時
間
が
九
〇
分
で
あ
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
賃
金
計
算
上
は
一

律
に
二
一
〇
分
取
得
し
た
こ
と
と

し
て
取
り
扱
わ
れ
、
賃
金
額
の
不

足
が
生
じ
て
い
た
。

・
学
生
ア
ル
バ
イ
ト
に
つ
い
て
、
労

働
条
件
を
書
面
で
明
示
す
る
こ
と

な
く
使
用
し
て
い
た
。

三
　
今
後
の
動
向

　

平
成
二
十
八
年
四
月
に
は
、
長
時

間
労
働
削
減
推
進
本
部
の
議
題
と
し

て
「
法
規
制
の
執
行
強
化
」
が
取
り

上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　

従
来
は
月
に
百
時
間
の
残
業
が
疑

わ
れ
る
事
業
場
を
対
象
と
し
て
い
た

も
の
を
、
月
八
〇
時
間
超
の
残
業
が

疑
わ
れ
る
事
業
場
に
対
象
範
囲
を
拡

大
す
る
こ
と
、
全
て
の
労
働
局
に
、

長
時
間
労
働
に
関
す
る
監
督
指
導
等

を
専
門
に
担
当
す
る
者
を
配
置
す
る

こ
と
等
が
掲
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。

四
　
企
業
の
対
応

①　

法
令
の
理
解

　
　

ま
ず
は
、
労
働
基
準
法
や
労
働

安
全
衛
生
法
な
ど
労
働
に
関
す
る

法
令
の
理
解
を
深
め
て
い
き
ま
し

ょ
う
。

　
　

代
表
者
や
役
員
、
人
事
労
務
の

担
当
者
の
ほ
か
、
各
部
門
の
管
理

監
督
者
な
ど
日
々
労
働
者
と
接
し
、

指
揮
命
令
を
す
る
立
場
の
者
に
つ

い
て
も
必
要
な
知
識
と
い
え
ま
す
。

　
　

厚
生
労
働
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、

労
働
基
準
監
督
署
等
か
ら
パ
ン
フ

レ
ッ
ト
な
ど
参
考
情
報
を
入
手
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

②　

差
異
の
把
握

　
　

法
令
の
基
準
と
企
業
の
実
態
を

比
較
し
、
基
準
を
満
た
し
て
い
な

い
点
を
把
握
し
ま
す
。

　
　

長
時
間
労
働
や
賃
金
未
払
い
な

ど
健
康
や
生
活
に
影
響
す
る
も
の

で
あ
る
場
合
、
重
点
課
題
と
し
て

早
急
な
対
応
を
講
じ
て
い
き
ま
し

ょ
う
。

③　

改
善
の
実
施

　
　

長
時
間
労
働
が
恒
常
化
し
て
い

る
職
場
で
は
、
労
働
時
間
削
減
の

意
向
を
全
労
働
者
に
伝
え
、
労
使

が
一
体
と
な
っ
て
改
善
策
の
検
討
、

作
業
の
見
直
し
を
実
施
し
て
い
く

と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　
　

制
度
変
更
（
例
え
ば
、
変
形
労

働
時
間
制
の
導
入
な
ど
）
に
よ
り

総
労
働
時
間
の
削
減
や
休
日
の
増

加
に
つ
な
げ
ら
れ
る
ケ
ー
ス
も
あ

り
ま
す
。



10月号─4

　国民年金及び厚生年金保険の障害年金
（障害基礎年金・障害厚生年金）は、障害
等級に応じて支給額等が異なります。
　従来の障害等級は、「国民年金・厚生年
金保険　障害認定基準」に基づいて認定さ
れましたが、精神障害及び知的障害の認定
において、不支給と決定された件数の割合
が都道府県間で異なることから実態を調査
したところ、地域によりその傾向に違いが
生じていました。
　こうした結果を踏まえ、精神障害及び知
的障害の認定が障害認定基準に基づいて適
正に行われ、地域差による不公平が生じな
いようにするため、『国民年金・厚生年金
保険　精神の障害に係る等級判定ガイドラ
イン』が策定され、平成28年９月１日か
ら実施されました。
　ガイドラインには、障害の程度を診査す
る医師が等級判定する際に参酌する全国共

通の尺度として、以下の①、②が盛り込ま
れています。
①　診断書の記載事項を踏まえた「等級の
目安」
②　総合的に等級判定する際の「考慮すべ
き要素」の例示
　障害の程度を診査する医師は、上記①を
目安としつつ、診断書の記載内容等から目
安だけでは捉えきれない障害ごとの特性に
応じた様々な要素（上記②）を考慮したうえ
で、専門的な判断に基づき、総合的に等級
判定を行うこととされました（したがって、
「等級の目安」と異なる等級になることも
あります）。
　ガイドライン施行前の請求で不支給とな
った者や再認定により減額改定、支給停止
となった者等から、ガイドライン施行後に
新たに障害年金請求や額改定請求、支給停
止事由消滅の届出があった場合は、新たに
設けられたガイドラインを用いて等級判定
を行うこととされています。

　標準報酬月額とは、毎月の保険料や保険
給付の額を計算するときに用いるもので、
被保険者が事業主から受ける報酬を一定の
幅（等級）に区分した報酬月額にあてはめ
て決定します。
　従来の標準報酬月額の等級は、第１級
「９万８千円」から第30級62万円の範囲
で定められていましたが、平成28年10月
より下限が改定され第１級「８万８千円」
となります（下限に新たな等級が加わりま
した。上限の62万円は従来どおりですが、
第31級となります）。
　なお、健康保険の標準報酬月額は変更さ
れていません。厚生年金保険とは等級の幅
が異なり、現行では第１級５万８千円から
第50級139万円（平成28年４月に上限が
改定されました）の範囲で定められていま
す。
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